
 

 

国民健康保険制度等に関する提言 

 

国民健康保険制度及び後期高齢者医療制度の健全な運営を図るため、国は、次の事

項について積極的な措置を講じられたい。 

 

１．医療制度改革について 

（１）医療制度改革を実施するに当たっては、すべての国民を対象とする医療保険制

度の一本化に向けて、国の責任において安定財源を確保することにより、財政基

盤の強化を図ったうえで、都道府県を保険者とし、市町村との適切な役割分担の

もと、国保制度の再編・統合等を行うこと。 

また、その再編・統合の時期については、早期かつ確実に実現するため、当該

施行時期を明確に示すこと。 

なお、新たな制度への移行に際しては、被保険者や現場に混乱を招くことのな

いよう、都市自治体の意見を尊重するとともに、十分な準備・広報期間を設ける

こと。 

（２）医療制度改革に伴い、市町村の負担増は決して招かないよう、国の責任におい

て万全の対策を講じること。 

特に、新制度発足に伴って発生・波及するシステム経費等については、超過負

担を招かないよう必要な額を確実に確保すること。 

また、新たなシステム設計については、新制度が円滑に運用できるよう、都市

自治体の意見を十分に踏まえ、国の責任において構築するとともに、十分な準

備・検証期間を確保すること。 

 

２．国民健康保険制度について 

（１）新制度に移行するまでの間、国保の安定的かつ持続的運営ができるよう、都道

府県と市町村の適切な役割分担のもと国保の広域化を推進するとともに、国庫負

担割合の引上げなど国保財政基盤の拡充・強化を図り、国の責任と負担において、

実効ある措置を講じること。 

特に、低所得者層に対する負担軽減策を拡充・強化するとともに、低所得者を

多く抱える保険者への支援を強化すること。 

（２）保険財政共同安定化事業について、事業対象をすべての医療費に拡大する際に



 

 

は、拠出超過に転じる保険者に対し、適切な財政措置を講じること。 

（３）制度改正に当たっては、電算システムの改修経費等について必要な財政措置を

講じるとともに、政省令等について、早期に情報提供すること。 

（４）国保保険料（税）の収納率による普通調整交付金の減額措置を廃止すること。 

（５）各種医療費助成制度等市町村単独事業の実施に伴う療養給付費負担金及び普通

調整交付金の減額措置を廃止すること。 

（６）特定健康診査・特定保健指導について 

① 国保に義務付けられている特定健康診査・特定保健指導については、地域の

実態を踏まえ適切に実施できるよう保健師の人材確保等に係る財政措置をは

じめ十分な支援策を講じること。 

また、事業主健診の結果を保険者へ送付する仕組みなど国保と被用者保険等

との円滑な連携の仕組み等を構築すること。 

② 特定健康診査等の充実を図るため、検査項目や基準単価等について、実態に

即した見直しを行うとともに、都市自治体が実施している総合的な健康づくり

事業について、支援策を講じること。 

③ 特定健康診査・特定保健指導の実施率等による後期高齢者医療支援金の加

算・減算措置を撤廃すること。 

（７）度重なる制度改正等により、市町村の事務負担が増加していることから、事務

の効率化を図ること。特に、資格を喪失した被保険者の受診に伴う過誤調整につ

いて、被保険者を介さず保険者間において直接処理できるよう措置を講じること。 

（８）出産育児一時金について、平成 22 年度の国庫負担割合を維持すること。 

（９）被保険者の資格情報等について、被用者保険の保険者が資格喪失の情報を国保

保険者に通知するとともに、それに基づき職権処理できるよう、制度化すること。 

（10）資格適用の適正化のための年金被用者情報の活用について、日本年金機構への

協力業務の緩和を検討すること。 

（11）国保保険料（税）の統一的な減免制度を拡充するとともに、必要な財政措置を

講じること。 

（12）被保険者間の負担の公平を確保するため、連帯納税義務など実効ある保険料（税）

徴収対策を講じること。 

（13）医療費適正化を推進するため、被保険者や医療機関等へのジェネリック医薬品

の安全性や有効性の周知・啓発を行うなど、実効ある対策を推進すること。 

（14）精神・結核の保険優先化等に伴う国保財政の負担増について、必要な財政措置



 

 

を講じること。 

（15）葬祭費に対する財政措置を講じること。 

（16）保険者間の資格異動等に伴い、異動月に高額負担が生じないよう、高額療養費

自己負担限度額を軽減する特例を設けること。 

（17）「国民健康保険料（税）の減免に伴う特別調整交付金の算定基準」と「災害に

係る住家の被害認定基準運用指針」における損害割合の基準を統一すること。 

 

３．後期高齢者医療制度について 

（１）後期高齢者医療制度の円滑な運営を図るため、保険料の上昇を抑制する措置を

引き続き継続するとともに、国の責任において十分な財政措置を講じること。 

（２）健康診査の充実を図るため、検査項目について見直しを行うとともに、財政措

置を充実すること。 

 

４．東日本大震災関係について 

安定した国保事業の運営のため、被災した被保険者に係る一部負担金免除及び国

保保険料（税）の減免に対する財政支援を継続すること。 

 

 


